
事業群評価調書（令和４年度実施）

1-4 吉田　稔

1

② 286,996

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値① 18,900円 19,600円 20,300円 21,000円 21,700円
21,700円

（R7）

実績値②
17,664円

(R元）
19,150円 進捗状況

達成率
②／①

101% 順調

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値① 1,395人 1,395人 1,395人 1,395人 1,395人
1,395人

(R7)

実績値②
1,395人
（R元）

0人 進捗状況

達成率
②／①

0% 遅れ

（取組項目）

高齢者や障害者等が住み慣れた地域で安心して生活し、社会参加できるよう、バリアフリー、地域包括ケ
アシステム、見守り体制、福祉サービスの円滑な利用のための援助体制等の環境整備を図ります。また、虐
待防止、差別の解消、成年後見制度の普及啓発など権利擁護を推進します。

ⅰ）障害者のスポーツ活動等による社会参加の推進
ⅱ）障害者の日常生活の福祉向上
ⅲ）保健所における、精神障害者の相談、訪問指導、関連組織の育成指導、社会復帰の促進及び老人精神保健相
談
ⅳ ）支援センターが実施する精神保健福祉相談、こころの電話による相談

　　　　　　　　　　指　標 （進捗状況の分析）

障害福祉サービス事業所で福祉的就労をして
いる障害者の平均工賃月額

　障害のある方が地域で自立した生活を送るためには、一定の収入を得
る必要があり、一般就労への移行支援とともに、就労継続支援Ｂ型事業
所など福祉的就労の場で障害者に支払われる工賃の水準を引き上げる
ことが重要である。
　平成28年度以降、平均工賃実績は確実に上昇しているが、 依然として
下記①から③の課題があるため、引き続き解決を図っていく必要がある。
  ①事業所により、平均工賃月額に大きな差が生じており、特に平均工賃
月額がロークラス～ミドルクラスの事業所について事業所製品等の品質
や生産効率を向上させ、工賃月額の底上げを図る必要がある。
  ②除草や清掃等の役務サービス並びに食品や手芸品等の商品につい
て企業や消費者へのＰＲが不足している。
  ③販売力の更なる向上や職域拡大に繋げるため、新たな商品開発や、
新たな分野の開拓が必要である。
　このため、県では「長崎県工賃向上計画」を策定し、各種の事業に取り
組んでいる。上記①については、平均工賃額がロークラス～ミドルクラス
の事業所を対象に専門家による実地指導を実施し、その内容を県内の各
事業所向けのセミナー等により共有し、②、③については、事業所の取組
の周知と収入増を目的として、事業所商品の販売会の実施、、他部局所
管のオンラインショップへの出店等販路の拡大を図っている。また、他部
局との連携により、国、県の助成制度を活用した新たな商品開発や職域
の開拓が可能となるよう、福祉関係団体や事業所に向けた情報発信に取
り組んでいる。令和7年度の目標工賃額の達成に向けて、上記取組を継
続するとともに、必要に応じ工賃向上計画及び事業内容の見直しを図って
いく。
　
  「県障害者スポーツ大会」はスポーツ活動を通じて、障害者の社会参加
の推進や健常者との交流を図ることを目的としており、参加者の拡大が障
害者への理解促進、共生社会への実現に欠かせないものとなっている。
　一方で、障害者においても高齢化が進んでおり、近年、大会への参加者
は減少傾向にあり、今後も障害者人口の減少も見込まれることから、本大
会の効果を継続的なものとするために、基準年の令和元年度の大会へ参
加者数1,395人を目標として、参加者の維持・確保に取り組んでいるが、令
和３年度は新型コロナウイルス感染拡大のため、やむなく大会を中止し
た。

そ
の
他
関
連
指
標

　　　　　　　　　　指　標

県障害者スポーツ大会参加者数

事
業
群

基 本 戦 略 名 みんなで支えあう地域を創る 事業群主管所属・課(室)長名 福祉保健部　障害福祉課

令 和 ３ 年 度 事 業 費 （ 千 円 ） 　※下記「２．令和３年度取組実績」の事業費（R3実績）の合計額

施 策 名 誰もが安心して暮らし、社会参加できる地域共生社会の推進 事 業 群 関 係 課 （ 室 ）

事 業 群 名 高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び支援④

１．計画等概要

（長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025　本文）



R2実績

R3実績

R4計画

8,217 5,838 1,566 【活動指標】 37 12 32%

5,680 2,295 1,558 37 14 37%

37,531 2,362 3,841 37

【成果指標】 1,447 1,395 96%

1,395 0 0%

○ ― ― 1,395

1,990 1,000 1,565 【活動指標】 10 0 0%

2,174 0 1,558 10 17 170%

5,753 1,659 2,305 10

【成果指標】 150 0 0%

150 190 126%

○ ― ― 150

248,955 200,167 0 【活動指標】 21 21 100%

220,555 196,869 0 21 21 100%

250,669 211,730 0 21

【成果指標】 実施 実施 100%

実施 実施 100%

○ ― ― 実施

障害者（児）の自立した日常生活又は社会生活の促進に向
け、点訳奉仕員養成研修等を実施したほか、市町等が実施する
意思疎通支援、移動支援や日常生活用具の給付事業等に対し
て助成を行うなど、障害者の福祉の増進を図った。

●事業の成果
・手話通訳者等の派遣による意思疎通支援、余
暇活動等の補助のための移動支援、入浴補助
用具等の日常生活用具給付事業等を行い、福
祉の増進を図った。
●事業群の目標達成への寄与
・障害者（児）が自立した日常生活または社会生
活を営むために必要な支援体制の整備により障
害者の日常生活における福祉向上に寄与した。

支援市町数

障害者総合支援法第77条、第78条

S47-
地 域 生 活 支 援 事 業
（県事業）実施の有無

障害福祉課 県、市町、障害者関係団体

○

地域生活支援事業費

3

2

障害者芸術文化活動普
及支援事業費

R2-4

障害福祉課

●事業の成果
・新型コロナウイルス感染症の影響で県内の障
害者スポーツの普及・振興を図るための活動が
制限されたが、可能な分を実施した。（障害者の
社会参加。生活の質の向上に寄与した。）
障害者スポーツ大会は、開催に向け準備してい
たが、新型コロナウイルス感染拡大で大会を中
止せざるを得ず、成果指標が0となった。
●事業群の目標達成への寄与
・障害者スポーツ大会は、上記理由で開催でき
なかったが、可能な範囲で事業を実施すること
で、障害者のスポーツ活動等による社会参加の
推進に寄与した。

障害者スポーツレクリ
エーション教室の開
催回数（回）

身体障害者福祉法第21条

S38-
県障害者スポーツ大
会参加者数(人）

障害福祉課

取組
項目
ⅰ

○ 1

障害者スポーツ振興費

芸術文化活動を行う障害者や家族、障害福祉施設、文化施
設、支援学校等を支援する拠点（「障害者芸術文化活動支援セ
ンター」）を設置し、「県内の福祉施設等への相談支援」「芸術文
化活動を支援する人材の育成」「関係者のネットワークづくり」
「発表等の機会の創出」「情報収集・発信」に取り組み、県内の
障害者芸術文化の普及・振興を図った。

●事業の成果
・障害者本人やその家族、事業所等への相談支
援や事業所等を対象としたセミナー等を実施し、
障害者芸術の普及・振興を図った。
●事業群の目標達成への寄与
・障害者の芸術文化活動を支援することにより、
障害者の社会参加促進や障害者理解の推進に
寄与した。

福祉施設等にする技
術等支援の回数（回）

障害者による文化芸術活動の推進に
関する法律 第9～19条

支援を受けて芸術文
化活動を行った障害
者数（人）県内に事務所を置く社会福祉法人等

長崎県障害者スポーツ協会、身体障害者、知的障害者、精神障
害者

　長崎県障害者スポーツ大会の開催や、全国障害者スポーツ大
会への本県選手団派遣、長崎県障害者スポーツ協会運営費の
一部補助を行い、県内の障害者スポーツの普及・振興を図っ
た。

取組
項目
ⅱ

令和３年度事業の成果等

２．令和３年度取組実績（令和４年度新規・補正事業は参考記載）

事
業
番
号

取
組
項
目

中
核
事
業

事業費　(単位:千円）

事業期間

事務事業名

所管課(室)名

事業概要

令和３年度事業の実施状況
（令和４年度新規・補正事業は事業内容）

事業対象

指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

主な指標

達成率

R2目標

R3目標

R4目標

R3実績

R2実績うち
一般財源

人件費
(参考)

事業実施の根拠法令等

法令による
事業実施の
義務付け

県の裁量
の余地が
ない事業

他の評価
対象事業

(公共、研究等)



37,673 18,837 3,912 【活動指標】 7 6 85%

35,801 17,900 3,895 8 7 87%

44,621 22,310 3,841 8

【成果指標】 2,639 1,986 75%

2,042 2,031 99%

― ― ― 2,098

8,180 1,675 1,566 【活動指標】 418 419 100%

7,829 1,305 1,558 419 382 91%

10,550 2,012 1,536 382

【成果指標】 1,924 2,011 104%

2,000 2,850 142%

― ― ― 2,000

381 381 1,565 【活動指標】 2 2 100%

253 253 1,558 1 1 100%

874 874 1,537 1

【成果指標】 数値目標なし 24 ―

数値目標なし 14 ―

○ ― ― 数値目標なし

6,432 6,225 3,912 【活動指標】 10 11 110%

6,203 6,043 3,895 10 11 110%

8,800 8,479 3,841 10

【成果指標】 100 100 100%

100 100 100%

― ― ― 100

●事業の成果
・条例の普及啓発や、相談のあった差別事案の
解決、推進会議の開催等を実施することで障害
のある人への理解が深まった。
（相談件数）
平成29年度：43件、平成30年度：45件
令和元年度：23件、令和２年度：22件
令和3年度：39件
●事業群の目標達成への寄与
・障害者差別に関する普及啓発や差別相談への
対応を通して、住み慣れた地域で安心して生活
し、社会参加できる環境整備に寄与した。

取組
項目
ⅱ

県民

障害を理由とした差別に関する調整機関及び相談体制の設
置・運営、障害のある人に対する理解促進のための啓発等を
行った。

●事業の成果
・6件の県内障害者福祉団体、ボランティア団体
に対して助成を行い、障害者福祉の増進に寄与
した。寄附については、件数が銀行の統廃合も
あり減少したが、金額では個人の大口寄付が
あったため前年度額を上回った。
●事業群の目標達成への寄与
・募金による基金造成を図るとともに、障害者福
祉団体の活動を財政的に支援することで障害者
の福祉向上に寄与した。

寄付件数（件）

長崎県愛の福祉基金条例

S47-
寄付額（千円）

障害福祉課

6

長崎県障害者施策総合
推進事業費 障害者施策の総合的・計画的な推進に必要な事項の調査審

議等のため、障害者施策推進協議会を開催した。

●事業の成果
・障害者施策推進協議会において、県の施策等
に関する報告を行い、委員から意見を聴くこと
で、次年度以降の障害者施策の方向性や内容
の再確認を行った。
●事業群の目標達成への寄与
・障害者施策推進協議会において、障害者基本
計画や障害（児）福祉計画の実施内容等につい
て、委員から意見を聴き、障害者施策のブラッ
シュアップを行うことで、より効果的な施策実施
が可能となり障害福祉の向上に寄与した。

障害者施策推進協議
会の開催回数（回）

障害者基本法  第36条

H14-

障害福祉課

7

障害者差別対策事業費
条例説明会等の開催
回数（回）

障害のある人もない人も共に生きる平
和な長崎県づくり条例

H24- 相談のあった差別事
案のうち、解決に至っ
た事案の割合（％）障害福祉課 県民

障害者施策推進協議
会での意見を県の施
策に反映した件数
（件）

募金者、障害者福祉団体、ボランティア団体、身体・知的・精神
障害者

　障害者の福祉向上を図るため、県民の理解を深め、善意を結
集させる募金による基金造成の活動を行うとともに、積立金の
運用利息等により、障害者福祉団体等が実施する障害福祉事
業に対して助成を行った。

障害者の身近な地域において、就業面と生活面の一体的な相
談・支援を行う「障害者就業・生活支援センター」を設置してい
る。センター経費のうち、生活支援員の経費を負担した。

●事業の成果
・未設置圏域の1つである上五島圏域について、
センター運営主体公募への応募者に対し、事業
の目的、内容及び実施条件等にかかる説明を
行った。令和4年4月1日付けで設置済み。
・R3のセンター登録者数は、目標には達していな
いが、H23以降、年々増加している。
【センター登録者数】
H28：1,729人、H29：1,677人、
H30：1,817人、R元：1,907人、
R2：1,986人、R3：2,031人
●事業群の目標達成への寄与
・就業面・生活面の一体的な支援を行い、障害
者の自立促進に寄与した。

センター設置箇所数
（箇所）

障害者雇用促進法

H14-

登録者数（人）

障害福祉課 社会福祉法人等

愛の県民運動費

5

4

障害者就業生活支援事
業



2,110 2,110 18,778 【活動指標】 500 590 118%

4,264 4,264 18,847 500 511 102%

4,697 4,697 18,434 500

【成果指標】 5,000 6,494 129%

5,000 4,582 91%

○ ― ― 5,000

2,243 1,124 16,430 【活動指標】 9 11 122%

2,351 1,176 16,359 9 7 77%

4,393 2,197 16,130 9

【成果指標】 90 84.4 93%

90 90 100%

― ― ― 90

3,020 793 43,814 【活動指標】 4,000 2,327 58%

1,886 1,387 43,977 4,000 1,759 43%

2,548 1,038 43,014 4,000

【成果指標】 3,300 3,606 109%

3,300 3,694 111%

○ ― ― 3,300

取組
項目
ⅳ

○ 10

支援センター（精神）事
業費 県民からの精神保健福祉や依存症等に関する相談を受け、相

談者に応じた適切なアドバイスを行い、必要に応じ、関係機関と
も協議を行った。

●事業の成果
・普及・啓発に関しては、新型コロナウイルス感
染症の影響により 研修会等が予定どおりに実
施出来なかったことにより目標を達成することが
出来なかった。しかし、依存症などに関する啓発
及び窓口相談の周知を図ることにより、当事者
及びその家族からの相談に繋がり、適切な支援
を行うことができた。
●事業群の目標達成への寄与
・当事者及びその家族からの相談に対応するこ
とで、地域で安心して生活し、社会参加ができる
ような援助体制の整備に寄与した。

支援センターが実施
した普及・啓発等へ
の参加者数(人)

精神保健及び精神障害者福祉に関す
る法律第6条

H19-

相談対応件数(件)

障害福祉課 県民

地域移行支援協議会
開催数（回）

精神保健及び精神障害者福祉に関す
る法律第46条

H27-
入院後、1年時点の退
院率（％）

障害福祉課 県民

取組
項目
ⅲ

○ 8

保健所精神保健費 保健所において、精神障害者の相談、訪問指導、関連組織の
育成指導、社会復帰の促進及び老人精神保健相談に対し、適
切な助言、指導を行った。

県民

●事業の成果
・保健所は新型コロナウイルス感染症拡大の
中、感染症対応を優先していることから、精神通
報などの緊急対応、その後の支援に係る相談、
訪問指導を優先し、的確な助言・指導を行うこと
ができた。
・地域の中では、精神保健福祉に関する専門相
談機関として保健所を広く認識されており、相談
者への対応についても、市町、関係機関、民間
団体等と連携した取組を行うことができている。
●事業群の目標達成への寄与
・各事業を通して、精神障害者が地域の中で安

心して生活できる支援体制整備に寄与した。

精神保健及び精神障害者福祉に関す
る法律第46条、47条

S41-

訪問・相談者数（人）

障害福祉課

9

精神障害者社会参加促
進事業 精神障害者の自立支援、社会参加へ向け、地域の体制づく

り、普及啓発を行った。

●事業の成果
・新型コロナウイルス感染症拡大のため、オンラ
イン又は書面開催となったが、保健所を中心に
医療、保健、福祉関係等が精神障害者の地域
移行に関する課題等について協議を行った。ま
た、R3年度に精神障害にも対応した地域包括ケ
アシステム評価指標を作成し、地域の課題解決
に向けた取組の共有ができた。
●事業群の目標達成への寄与
・目標とする退院率もおおむね達成でき、精神障
害者の自立支援、社会参加等に寄与した。
※退院率：精神保健福祉資料からの報告により
6月1か月間に新たに入院した患者のうち、1年以
内に退院している者の割合（各年、一昨年度の
数値）

地域精神保健医療福
祉協議会ネットワーク
構築のための会議出
席者数（人）



ⅰ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅱ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅲ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅳ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

○ 1

障害者スポーツ振興費

県障害者スポーツ大会のコロナ対策を県スポーツ協会と協議
し、大会を開催できるように検討を進めた。新型コロナウイルス感
染症が収束していなかったが、大会を無事開催できた。

健常者も実施可能な障害スポーツレクリエーション教室を開催す
る。

本県出身の東京2020パラリンピック銀メダリストパラアスリート
（鳥海選手、川原選手）を本県に招き、パラスポーツの普及、振興
を図るイベントを開催する。

②⑥⑨

事業の一層の効果促進を図るため、現在行っていない県ツイッターや、スポーツ庁
HP「ここスポ」の活用を行うことで、広報媒体の拡大を図り、広く周知していくとともに、
令和４年度からの新たな試みである健常者と障害者のスポーツ教室と東京2020パラ
リンピックメダリストを招くイベントを令和５年度も継続し、東京2020パラリンピックの機
運を活かした事業展開に取り組んでいく。

改善
S38-

障害福祉課

取組
項目
ⅰ

支援センターが実施する精神保健福祉相談、こころの電話による相談

社会の多様化に伴い、相談内容も多岐にわたっている現状を考慮し、関係機関（福祉・保健・医療）との情報共有など、相
談者の地域生活に必要な生計、サービス、通院などに関するケアについての一層の連携が必要。令和3年度においては、新
型コロナウイルス感染症の影響により、集合型での啓発事業について計画どおりに開催できなかった。今後は開催方法等に
ついても検討し、普及啓発の充実を図る。

相談内容が多様化し、要因も複雑化していることから、関係機関との連携強化を目的に情
報共有シート等の活用や、必要に応じて連携支援会議を開催し、相談体制を強化していく。
　また、啓発事業においてはIT等を活用することで、普及啓発の充実を図る。

４．令和４年度見直し内容及び令和５年度実施に向けた方向性
取
組
項
目

中
核
事
業

事
業
番
号

事務事業名
令和４年度事業の実施にあたり見直した内容

令和５年度事業の実施に向けた方向性

事業期間 事業構築
の視点

見直しの方向 見直し区分
所管課(室)名 ※令和４年度の新たな取組は「R４新規」等と、見直しがない場合は「―」と記載

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
障害者のスポーツ活動等による社会参加の推進

県内各地域に出向き、スポーツレクリエーション教室を開催することで、これまでスポーツに接する機会のなかった障害者
の活動の機会を広げ、さらに、障害者が身近でスポーツを楽しめるように、「障害者スポーツ人材バンク」を設置し、養成した
指導者等を学校等に派遣し、スポーツの指導や模範演技等を行う活動を行ってきたが、令和3年度は新型コロナウイルス感
染症の拡大により従来どおりの開催できなかったため、活動指標が大幅に減少した。
　毎年開催している県障害者スポーツ大会について少子高齢化の影響もあり、年々参加者が減少している。

新型コロナウイルス感染症感染防止対策に配慮した形で、障害者向けのスポーツレクリ
エーション教室を開催し、障害者の社会参加、生活の質の向上のため支援を継続していく。

健常者も実施可能な障害スポーツレクリエーション教室を開催し、健常者と障害者の交流す
る場の提供を行っていくことや、東京2020パラリンピックメダリストを招待したイベントを行うこと
でパラリンピックの機運を活かして、障害者スポーツの機運醸成及び理解・普及促進を図る。

障害者の日常生活の福祉向上

地域生活支援事業には県事業と市町事業があり、その組み合わせにより地域の特性や利用者の状況に応じて事業を実施
することで、障害のある方が安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与してきた。しかし、地域生活支援事業の事業
費については原則国が１／２を補助することになっているにもかかわらず、実際の補助額が国の予算の範囲内に制約されて
しまうことから、事業を実施している県及び市町に対して財政的なしわ寄せが生じている。

愛の県民運動は、障害者の福祉向上を図るため、募金による基金造成の活動を行うとともに、積立金の運用利息等により
障害者福祉団体が実施する障害福祉事業に対して助成金の配分を行っているが、長期にわたる低金利により運用益は低迷
しており、各障害福祉事業の実施に伴い基金残高は減少傾向にある。

地域生活支援事業については、九州各県同様の状況であり、九州各県障害保健福祉主管
課長会議を通じて九州各県一体となって国に要望していく。

愛の県民運動については、基金箱への寄付が主な収入源となってきており、基金箱の設置
等について、幅広い分野へ協力を働きかける。また、併せて取り崩し額の抑制を検討する。

保健所における、精神障害者の相談、訪問指導、関連組織の育成指導、社会復帰の促進及び老人精神保健相談

精神障害者の相談、訪問指導、関連組織の育成指導、社会復帰の促進及び老人保健相談に対し、相談に応じた的確な助
言・指導を行うことができた。また、必要に応じて市町、医療機関、相談事業所等へ繋ぎ、個々に応じた組織的な支援を行うこ
とができた。今後も引き続き、市町、医療機関、関係機関等の医療、保健、福祉が連携しながら、精神障害者にも対応した地
域包括ケアシステムの構築体制を図る必要がある。

精神障害者の相談内容は複雑化していることから、市町、地域関係機関と情報共有し、必
要に応じて地域ケア会議を開催するなど連携体制を強化していく。

また、精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築体制を図るために、市町が行
う自立支援協議会等での協議の場を活用しながら、地域の特性に応じた取組みを推進してい
く。

令和４年度には、地域包括ケアシステムの促進を図ために、保健所を対象にした社会加促
進事業担当者研修会を開催し、保健所職員の人材育成強化を行っていく。



改善

― ―

保健所において、精神障害者についての正しい知識の啓発、精神障害者への早期
治療の促進、社会復帰及び自立と社会参加の促進を図るために、、電話相談、来所
相談、訪問指導、関連組織の育成指導等を、市町、関係者、関係機関との連携を行
いながら、引き続き実施する。

現状維持

― ②⑤⑨
精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に向けた体制づくりを行うため、

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築」に係る指標の活用を含め各市町
での取り組みを支援する。

現状維持

障害福祉課

9

精神障害者社会参加促
進事業

H27-

障害福祉課

引き続き、「障害者就業・生活支援センター」の充実を図ることで、一般就労の促進と
職場定着を推進していく。また、現在未設置の壱岐圏域について、関係機関と連携し
ながら設置へ向けた取組を実施する。

― ⑥⑨

本事業により、障害のある人に対する差別を禁止し、差別をなくすための施策の基
本となる条例等を広く県民へ普及し、さらなる啓発に取り組む。

また、相談のあった事案については確実に解決していくことが必要であるため、継続
して事業を実施する。

寄附については、件数が銀行の統廃合もあり減少したが、金額では個人の大口寄
付があったため前年度額を上回った。以上のことから、見直し区分は現状維持とし、
引き続き障害者（児）に対する県民の理解を深めるとともに、善意を結集させる募金活
動を行う。
また、この募金により造成した基金を活用し、障害者（児）の福祉の向上へ繋げるた
め、障害者福祉団体等が実施する事業への助成を引き続き実施する。

S47-

障害福祉課

6

長崎県障害者施策総合
推進事業費

― ―
長崎県障害者施策推進協議会は、障害者基本法に規定されている必置機関であ

り、協議会を継続実施することにより障害者施策の推進を図る。

7

障害者差別対策事業費

H24-

障害福祉課

取組
項目
ⅱ

○ 3

地域生活支援事業費

― ―

取組
項目
ⅲ

○ 8

保健所精神保健費

S41-

現状維持

H14-

障害福祉課

5

愛の県民運動費

― ― 現状維持

障害者（児）の福祉の増進が図られ、障害の有無に関わらず相互に人格と個性を尊
重し、安心して暮らすことができる地域社会を実現するため、引き続き、地域の特性や
心身、生活の状況に応じた柔軟な事業の実施に取り組んでいく。

現状維持

S47-

障害福祉課

4

障害者就業生活支援事
業

― ― 現状維持

H14-

障害福祉課

拡充

R2-4

障害福祉課

取組
項目
ⅰ

2

障害者芸術文化活動普
及支援事業費

発表の機会の充実及び障害者理解の促進を目的に、本事業の
補助先において、一般に開放された展示会等への助成を実施す
る。

また、助成先が他の事業所等へ展示会等のノウハウを伝達・波
及させるよう他事業所の参加に応じた助成額の加算の仕組みを
設ける。

②⑥⑨

本事業により、相談支援や人材研修、機会の提供などを通じて、障害者の芸術文化
活動の裾野を拡大し、障害者の自立と社会参加のさらなる促進に取り組む。
　また、令和７年度に本県で開催される全国障害者芸術・文化祭に向けた基盤づくりと
して、関係機関・団体との連携強化等に取り組むとともに、県内の障害者芸術実施団
体等のさらなる発掘を進める。



改善

精神保健福祉法の規定により設置が義務付けられている機関であり、その業務に
ついても同様に定められている。依存症などに関する啓発及び窓口相談の周知を図
ることにより、当事者及びその家族がセンターの相談に繋がり、自助グループ等の関
係機関と連携した支援を行っている。

リーフレットや健康教育による各事業の相談窓口や正しい知識の普及の手法に加
え、ITなどを活用した新たな周知の方法を取り入れて、今後も更なる取り組みの充実
を図る。

取組
項目
ⅳ

○ 10

支援センター（精神）事
業費

H19-

障害福祉課

― ②

注：「２．令和３年度取組実績」に記載している事業のうち、令和３年度終了事業、100%国庫事業など
で県の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制
度導入施設評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点


